
事業イメージ事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標
 本事業を通じて、開発した商品・サービスの市場取引達成率80％を目
指します。

事業目的・概要
 TPP締結によって創出されるビジネスチャンスを中小企業・小規模事業者
が獲得するためには、TPP加盟国の市場ニーズを捉えた商品開発・販路
開拓を行うことが必要であり、市場獲得の可能性と収益性を高めるため
には、一刻も早く着手することが重要。

 そこで、 海外市場を見据えて、中小企業者・小規模事業者が地域資
源（農林水産物）の活用や農林漁業者との連携により付加価値を高
めた商品・サービスの開発を行う取組を促進するとともに、これらの事業者
を支援する一般社団法人等による情報提供等の取組を支援します。

 また、地域の関係者を巻き込み、特色を活かした産品をブランド化し、海
外市場を見据えた商品等を創出できるような人材（ふるさとプロデュー
サー）を育成するなどの取組を支援します。

 併せて、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦
略の策定や海外販路開拓に向けた海外展示会の出展等を支援します。

 中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う、海外市場
を見据えた加工食品の開発、それに付随する鉱工業品の開発やそれらの組み合わせによるブラ
ンド化の取組を支援します。また、国内の外国人へのテストマーケティングを始めとした国内販路
の開拓、本格的な海外販路開拓の費用を補助します（補助上限500万円（グループの場
合：2,000万円）、補助率2/3）。

 海外市場への展開を狙った地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う商品開発等に
取り組む事業者に対して、一般社団法人等が行う消費者嗜好に関する情報提供、マッチング
支援などの取組を支援します（補助上限1,000万円、補助率2/3）。

 さらに、地域の関係者を巻き込み、地域資源を活かした魅力ある産品を「地域ブランド化」し、
海外市場を見据えて販路開拓を行う取組の中心的担い手となることができる人材（ふるさとプ
ロデューサー）の育成などの取組を支援します（定額補助）。

国

中小企業・小規模事業者等
補助（定額、2/3）

中小企業・
小規模事業者
民間団体等

補助
（定額、2/3）

補助
（定額） 民間

団体等
委託

TPP対策「ふるさと名物」支援

 海外現地のニーズ等に詳しい外部人材の活用によって、日本の特色を活かした商材の海外展
開に向けたブランディング、PR・流通まで一貫したプロデュース活動や海外向け販路開拓、外国
人観光客による国内消費の喚起に向けた中小企業者等が行う地域の産品等の磨き上げや
海外向けPR活動を支援します（定額補助）。

 「ふるさと名物」などの地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立
に向けた戦略の策定を支援します（補助上限200万円、定額補助）。また、海外販路開拓
に向けたブランド確立のため、新商品開発や海外展示会出展等のプロジェクトを支援します
（補助上限2,000万円、補助率2/3）。

 海外販路の開拓を目指す中小企業・小規模事業者に対して、海外から招聘した現地の市場
ニーズに精通する専門家によるアドバイスを通じて、海外向け商品の開発を支援します（定額
補助）。

TPP対策JAPANブランド育成支援

TPP対策JAPANブランド等プロデュース支援

ふるさと名物応援事業のうち
ＪＡＰＡＮブランド等プロデュース支援事業【経済産業省】 【H27補正予算：3,000百万円の内数】

６

地域発掘・発信、海外展開

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標
平成28年から平成32年までの５年間の事業であり、開発し
た商品・サービスの市場取引達成率80％を目指します。

事業目的・概要
全国津々浦々の地域や中小企業・小規模事業者の活性化
を図るため、各地域にある地域資源を活用した「ふるさと名物」
などに対する支援を行います。

具体的には、中小企業・小規模事業者が地域資源活用や
農林漁業者との連携によって行う商品・サービスの開発や販路
開拓を行う取組を支援します。

 また、「中小企業地域資源活用促進法」の改正により、拡充
した一般社団法人等による「地域資源活用支援事業」を支
援します。

 さらに、地域の関係者を巻き込み、特色を活かした産品をブラ
ンド化し、売り出す「ふるさとプロデューサー」人材を育成します。

併せて、地域産品の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に
向けた戦略の策定や海外販路開拓に向けた海外展示会出
展等のプロジェクトを支援します。

「ふるさと名物」支援事業
 中小企業・小規模事業者が、地域資源の活用や農林漁業者との連携により行う、商
品・サービスの開発や販路開拓の費用を補助します（補助上限500万円（グループの
場合：2000万円）、補助率2/3）。

 一般社団法人等が中小企業の地域資源活用を支援するために行う消費者嗜好に関
する情報提供などの取組を支援します（補助上限1,000万円、補助率2/3）。

 さらに、地域の関係者を巻き込み、地域資源を活かした魅力ある産品を「地域ブランド
化」して、域外に販路を広げる取組の中心的担い手となることができる「ふるさとプロ
デューサー」の人材育成を支援します（定額補助）。

ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業
 「ふるさと名物」などの地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプト
の確立に向けた戦略の策定を支援します（補助上限200万円、定額補助）。また、海
外販路開拓に向けたブランド確立のため、新商品開発や海外展示会出展等のプロジェ
クトを支援します（補助上限2,000万円、補助率2/3）。

国

中小企業・小規模事業者等
補助（定額、2/3）

中小企業・
小規模事業者
民間団体等

補助
（定額）

委託

民間
団体
等

補助
（定額）

 海外現地のニーズ等に詳しい外部人材の活用によって、日本の特色を活かした商材の
海外展開に向けたブランディング、PR・流通まで一貫したプロデュース活動や海外向け販
路開拓、外国人観光客による国内消費の喚起に向けた地域ネットワークが行う地域資
源等の磨き上げや海外向けPR活動を支援します（定額補助）。

伝統的工芸品の産地ブランド化推進事業

ＪＡＰＡＮブランド等プロデュース支援事業

 伝統的工芸品の産地への観光客誘致・海外販路開拓を後押しするため、伝統的工芸
品の産地にデザイナー等の外部人材等を招聘する取組を支援します（定額補助）。

ふるさと名物応援事業のうち
伝統的工芸品の産地ブランド化推進事業【経済産業省】 【H28予算案：1,000百万円の内数 (新規)】
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初心者から経験者まで、輸出に取り組む段階に応じたサポートを提供

相談・セミナー受講 インストア・ショップ
に出品

海外商談会参加
見本市へ出展 商談成立（輸出）

輸出の拡大
（輸出目標「2020年１兆円」

の前倒しを目指す）

平成32年の農林水産物・食品の輸出額目標１兆円を前倒しで達成することを目指し、ジェトロ等への補助を通じて、
国別・品目別輸出戦略及び輸出拡大方針に沿って、ジャパン・ブランドの確立を目指すオールジャパンの品目別輸出
団体の活動を支援するとともに、輸出に取り組む有望な事業者の発掘・育成を行うための取組を行います。

・農林水産物・食品の輸出に関する各種相談に、ワンストップで対応できる
窓口を設置します。また、輸出相談機能の強化に向け、海外での食品の店
頭小売価格、表示等の規格、市場の状況等について調査し、提供します。
（輸出相談窓口としてのワンストップステーション化）
・海外在住の専門家や課題別専門家（ハラール、地理的表示（ＧＩ）等）が、
新興市場の開拓に向け、情報提供やアドバイスを行います。（海外プロ
モーター、課題別専門家の設置）

・食品輸出の専門家が、国内において事業者に対して、輸出に向けた課題等
についてアドバイスすることで、新たな輸出事業者を育成します。（輸出
プロモーターの設置）

・農林水産物・食品の輸出に必要な手続き、海外のバイヤーとの商談の仕方
などについての基礎的な内容のほか、ハラール、HACCP、ＧＩ等個別の
テーマについて、セミナー等を行います。（輸出セミナーの開催、商談
スキル向上研修の実施）

○ 輸出に関する情報を知りたい・相談がしたい
・輸出戦略の重点国・地域において開催される主要な「海外見本市」に
設置した「ジャパンパビリオン」に出展し、多数の海外バイヤーと直接
商談を行う機会を提供します。（海外見本市への出展）

・輸出戦略の重点国・地域で開催する「海外商談会」で、現地市場の状況
を体感しつつ、日本産食品の取引に関心を持つ現地のバイヤーと直接
商談を行う機会を提供します。（海外商談会の開催）

・輸出戦略の重点国・地域から日本産食品の取引に関心を持つバイヤーを
日本に招へいして、生産現場の視察等を行いながら、国内で開催する
商談会で直接商談を行う機会を提供します。 （国内商談会の開催）

○ 海外のバイヤーと商談がしたい

・輸出拡大の可能性の高い国・地域を中心に、
マーケティング拠点（インストア・ショップ）を設置し、
輸出に取り組む事業者の商品を試験販売し、現地の消費
者の反応をフィードバックします。
（新興市場等におけるマーケティング拠点（インストア･
ショップ）の設置）

○ 海外で商品が売れるか試したい

・個々の企業努力だけでは解決困難な二国間の様々な課題の解決を図る
海外連絡協議会により、現地での事業展開を支援します。（海外連絡
協議会の開催）

○ 海外に進出したが、現地の制度に困っている

輸出総合サポートプロジェクト【農林水産省】 【H28予算案：1,481百万円 (H27予算：1,381百万円)】
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情報発信

館長
※「顔」となる
地域の名士等

コンテンツ保有主体

地方自治体

民間企業

ジャパン・ハウス事務局

現地が「知りたい日本」を，プロの意見を活用し，「オールジャパン」で発信する拠点。

文化関係者

日本関係組織等

現地有識者
メディア関係者，

企業代表，美術館幹部等
在外公館

関係省庁

独立行政法人

セミナールーム

アンテナショップ
（地方特産品等）

マルチメディア
スペース

カフェ・レストラン展示スペース

情報サロン
（留学・観光・就職等）

ＪＨ運営委員会（現地）

事業方針 官制の枠を超え，より幅広いコンテンツ
を実現すべく，業務委託の形態を採用。

全体方針

事業方針決定のプロ
セスにおいて，在外
公館長を中心としつ
つ，「現地のニー
ズ」を最大限反映。

キュレーター
※日本／現地
の専門家

・事務局にも現地を
よく知る人材を活用。

・現地のイベント・
団体とも連携

※印は，あくまで現段階での“イメージ”を記載したもの。

課室長級
関係府省庁
連絡調整会議

政務レベル
会議

国内

東京事務局
（総合プロ
デューサー含）

・市内一等地に立地し，
集客力を確保。

・ワンストップ・サー
ビスの実現。

・国内から送る
コンテンツを選定。

・国内有識者から
の意見を集約。

ジャパン・ハウス（仮称）の創設【外務省】 【H28予算案：4,223百万円の内数 (H27予算：3,590百万円の内数)】
情報発信

９



フランス（パリ）
「北斎」展
フランス国立美術館連合・グラ
ン・パレとの共催により、葛飾北
斎の画業を７００点の作品により
総合的に紹介する特別展を開催。
芸術都市パリの中心部、国立ギャ
ラリーの前には連日長蛇の列がで
きるほど大人気を博す。会期中
３６万人が来場。

スイス（チューリッヒ）／
ポーランド（クラクフ）／ドイツ（ハレ）
「ロジカル・エモーションー日本現代美術」展
日本･スイス国交樹立１５０周年を記念し、ハウス・コンストルクティ
ヴ美術館との共催により、「論理的な」要素と「情動的な」要素とが
内在する日本の１４人の美術家･建築家･デザイナーの作品をジャンル
横断的に紹介する企画展を開催。講演会、ワークショップ等の関連イ
ベントも併催。欧州２都市にも巡回し、高い評価を得た。

コスタリカ（サンホセ）
「水木一郎ライブ・
コンサート」
日・中米交流年を記念し、「アニ
メソング界の帝王」水木一郎氏の
ライブを開催。コスタリカ人気バ
ンドとの共演には大勢のアニメ
ファンが集い、その様子は現地
紙・テレビ、ソーシャルメディア
を通じて広く共有された。隣接会
場では「キャラクター大国、ニッ
ポン」展を開催。

外務省が所管する（独）国際交流基金では、展覧会や音楽や舞台芸術の海外公演、様々な分野の専門
家の海外派遣、日本映画上映等を実施。他機関とも連携しながら、海外で人気の高い日本のポップカ
ルチャー等への関心を、多様な日本の社会、文化、言語への関心に結びつけ、より深い日本理解に導
くことにより、「日本ブランド」の定着を目指す。

国際交流基金事業【外務省】 【H28予算案：12,949百万円の内数 (H27予算：13,451百万円の内数)】
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・地域活性化、日本ブランドの発信、観光立国の推進、日本食の輸出等を加速化させるとともに、
わが国コンテンツ産業の海外展開の基盤作りに貢献するため、和食、地方の魅力、わが国産業の
紹介等に資する影響力の大きい放送コンテンツを選定し、ＴＰＰ参加国を含むアジア太平洋地域を
中心に、関係省庁と連携をはかりつつ、商業ベースでは販売が困難な途上国や商業展開が難しい
番組が必要とされる国に無償提供する。

１ 案件概要・目的

・和食、地方の魅力、我が国産業等の紹介を行う放送コンテンツの放映により、我が国のもつ多様な
魅力、産業力や観光の魅力の発信を通じて，対日理解の促進と，我が国産業等の海外展開を促進する。

・我が国の放送コンテンツ放映による親日感の醸成により，日系企業の円滑な活動に寄与。
・ＴＰＰを契機に海外展開への意欲を持つ我が国コンテンツ産業が将来的に進出するための基盤作りに
寄与。

２ 期待される効果

１．番組選定

テレビ局等より提案を受けた放送コン
テンツについて、外部アドバイザーの
意見を聴取して、提供可能番組を選定
する。

２．必要に応じ、選定した番組
の語版改編
（英語、スペイン語等）

３．番組提供・放映

現地テレビ局に放送素材提供、
テレビ放映（※）

＜事業のイメージ＞

（※）商業ベースでの販売が困難な途上国等

放送コンテンツ等海外展開支援事業 【H27補正予算：2,503百万円】（独立行政法人国際交流基金運営費交付金）【外務省】
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 日本とアジア大洋州，北米，欧州，中南米の各国・地域との間で，対外発信力を有する
人材を招へい・派遣し，我が国の政治，社会，歴史及び外交政策等に関する理解促進を
図るとともに，親日派・知日派を発掘することで，我が国の外交基盤を拡充する。

 被招へい者・被派遣者に，日本の外交姿勢，日本の魅力等を積極的に発信してもらい，
国際社会における対日イメージ向上や日本への持続的な関心の増進に寄与する｡

●プログラムには，我が国の基本外交についての説明を含む。
●被招へい者・被派遣者を通じた我が国の外交姿勢・魅力
についての対外発信を強化。

●事業目的達成のため在外公館のノウ・ハウやリソースを
最大限に活用。

●フォローアップとして参加者のネットワークを確立し，
事業の効果を継続させる。

対日理解を深める対日理解を深める 親日派・知日派の発掘親日派・知日派の発掘 外交基盤の強化外交基盤の強化

 対象者： 招へい：高校生～社会人等
派 遣：高校生～大学院生等

 期間： １０日間程度（平成２８年度内に実施）
 招へい対象地域：アジア大洋州，北米，欧州，中南米
 派遣対象地域： アジア大洋州，北米，中南米

目
的

日本政府 事業方針に沿って推進
（国際機関等・実施団体と連携）

国際機関等
実施団体を選定・委託

拠出金管理

拠出金支出

実施団体 プログラム企画・実施

事業の実施形態

概
要

事業の特徴

対日理解促進交流プログラム【外務省】 【H28予算案：3,327百万円 (H27予算：2,877百万円)】

12

情報発信

海外メディアを活用した情報発信と連動した形で、品目横断プロモーションを実施することで、個別の
日本産農林水産物・食品への関心・購買意欲を刺激し、海外需要を喚起することを通じて、生産者や
事業者が輸出に取り組みやすい環境を整えるとともに、輸出への意欲を高めることを目指す。

メディア活用により
認知段階で裾野を拡大
メディア活用により
認知段階で裾野を拡大

日
本
食
材
へ
の
需
要

裾野拡大により
輸出につながる可能性が増大

裾野拡大により
輸出につながる可能性が増大

 TPP協定発効によって輸出環境の改善が見込まれる国を中
心に実施

 海外メディアを活用することで、認知段階で、
人気の高い「日本食」を活用して日本産食材の認知度の向
上を図ることで、実際に購入する層を厚くする

 併せて、認知～購入プロセスにおける実態の調査・分析を
実施し、より効果的なプロモーションにつなげていく。

海外メディアを活用した品目横断プロモーション

○ メディアを活用した
日本産食材の魅力発信

→ 一般消費者やレストラン関係者
などの複層に対し、的確に世論
形成と購買行動を促すため、マ
ス媒体等を活用し、裾野拡大型
のメディア発信を実施。

本事業による対策の内容

○ 海外消費者の
意識購買行動実態調査・分析

→ 日本産農林水産物・食品の海外
需要拡大に向け、今後の各国消
費者の意識実態に応じた対応策
を検討するため、日本の食文化や
農林水産物・食品の消費者意識
購買行動の調査・分析を実施。

○ 品目別の取組と連動した
プロモーション活動

→ 日本食文化への関心の向上、購
買意欲、風評被害の払拭により
高い効果が得られるよう、メ
ディアと連携した料理講習会等
の品目横断的なプロモーション
による日本食魅力発信を実施。

認知

本
産
食
材

日
本
産
食
材

購
入

興味･関心 購入意向 購入本事業の方向性

日本食魅力発信輸出促進緊急対策事業【農林水産省】 【H27補正予算：300百万円】
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【対策のポイント】

 日本料理講習会・セミナー開催
 海外料理学校の活用
 海外日本食料理人の招へい研修
支援

 海外メディア等を活用した日本
食・食文化の魅力発信

 日本食文化週間、日本食の日の開催
 海外の進出日系企業や給食事業者と
の連携

 海外食育活動との連動
 トップセールス等の実施
 外国人日本料理コンテストの開催
 クールジャパン関係府省等と連携
 ポータルサイトの活用
 海外広報媒体の活用
 空港・海港の活用と連携

 日本食料理人の技能認定推進の
支援

 海外日本食文化サポーター
レストラン連携・情報発信支援

 外食産業投資ミッション派遣、
事業可能性検証（テストキッチ
ン）等の支援

【背景・課題】

総合対策

 日本国内の食市場が縮小する中、雇用・所得を守り、政策目
標の輸出額1兆円の前倒しを達成するには、今後食市場の拡
大が見込まれる国・地域の需要を開拓し、輸出拡大するため
の取組が重要。

 日本産農林水産物・食品を輸出する取組と併せて、日本
食・食文化を世界に発信することで、日本産農林水産物・
食品に対する関心と需要を高めて普及させるとともに、世
界に正しく伝播させる仕組みの構築が必要。

日本産物・食品
への需要拡大

海外における日本産農林水産物・食品の需要拡大
政策目標輸出額１兆円の前倒しに向けた輸出促進への貢献

日本食・食文化の
魅力の世界発信

日本食の
ブランド化

輸出促進・海外展開
のための環境整備

日本食・食文化普
及の人材育成等

効果

①多様なコンテンツを
活用した魅力発信 ② 海外メディア活用型魅力発信 ③日本食文化普及人材の育成

④ 海外日本食レストラン
品質向上支援

⑤ 日本食材活用に向けた連携・
情報発信支援

【H28予算案：800百万円 (新規)】
食文化発信による
海外需要フロンティア開拓加速化事業【農林水産省】
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コンテンツ産業振興・人材育成

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要
我が国コンテンツ産業の強化は、早期に取り組む必要がある代表的
な施策とされています。（「日本再興戦略 改訂２０１４」（平成２
６年６月閣議決定））。

実際、我が国のコンテンツは海外からも高い人気を集めていますが、海
外での高い人気を経済的利益に転換できていません。

 このため、国際見本市の開催、政府間対話・官民対話による国際共
同製作の推進、世界に通用するコンテンツビジネスプロデューサー育成
等に取り組みます。

成果目標
平成19年度から平成28年度までの10年間の事業であり、最終的に
はコンテンツ産業の国内外売上高20兆円を目指します。

 コンテンツ中小事業者は自ら海外市場獲得に打って出る体力に乏しいため、
政府のイニシアチブの下、各業界を束ねた国際見本市を実施し、我が国のコ
ンテンツを一体的に国内外に発信します。また、アンバサダー事業の強化や
海外市場調査を通じて、さらなる日本の魅力の発信とコンテンツ産業全体の
海外展開を促進します。

映画の国際見本市での商談風景 中国での日本アニメ紹介事業

 アジアを中心とした各国との政府間対話やアジア・コンテンツ・ビジネスサミット
の開催を通じ、国際共同製作やアジア地域の官民コンテンツ関係者の更な
る協働を推進します。特に、日本コンテンツに対する規制が強まる中国との
対話の機会創出に取り組みます。

 有望な若手プロデューサーに、海外の専門教育機関（米国UCLA映画学
部等を想定）で、最先端のノウハウの習得から国際人脈のネットワーク化ま
で幅広い研鑽を積むための長期研修等を支援します。併せて、海外映画制
作会社等での実務研修（インターン）についても支援します。

国際見本市

国際連携

人材育成

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間事業者等
委託

コンテンツ産業強化対策支援事業【経済産業省】 【H28予算案：650百万円 (H27予算：691百万円)】
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昭和42年度より実施
平成2６年度までに３，２５５名が制度を活用

（平成13年度までは、芸術家在外研修事業 により実施）
【派遣実績】
平成２０年度１５４名、平成２１年度１０９名、平成２２年度 ９６名
平成２３年度 ６４名、平成２４年度 ８８名、平成２５年度 ７９名
平成２６年度 ８１名

我が国の将来の文化芸術の振興を担う人材を育成するため、美術、音
楽、舞踊、演劇、映画、舞台美術等、メディア芸術の各分野の若手芸
術家等に、海外で実践的な研修に従事する機会を提供する。

【研修期間】 1 年（350 日～200 日、高校生研修含む）
2 年（700 日）、3 年（1050 日）
特別（80 日）
短期（２０～４０日）の５ 種類

【支給対象】 往復航空運賃・支度料・滞在費（日当・宿泊料）

世界に羽ばたく次世代を担う芸術家の養成

＜これまでの主な派遣者＞
奥谷 博 (美術：洋画 昭和42年度)
絹谷幸二 (美術：洋画 昭和52年度)
佐藤しのぶ(音楽：声楽 昭和59年度)
諏訪内晶子(音楽：器楽 平成6年度)
森下洋子 (舞踊：バレエ 昭和50年度)
野田秀樹 (演劇：演出 平成４年度)
野村萬斎 (演劇：狂言師 平成6年度)
崔 洋一 (映画：監督 平成8年度)
鴻上尚史 (演劇：演出 平成9年度)
平山素子 (舞踊：ﾓﾀﾞﾝﾀﾞﾝｽ 平成１３年度)
酒井健治 (音楽：作曲 平成16年度)
長塚圭史 (演劇：演出 平成２０年度)
萩原麻未 (音楽：ピアノ 平成21年度)

【H28予算案：345百万円 (H27予算：351百万円)】新進芸術家海外研修制度【文化庁】
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インバウンド振興

・ホームページや
案内設備の多言語化を推進し、
地域の文化財群の魅力を
効果的に国内外へPR

・他省庁の施策と連携し、
インフラや受入環境を含めた
一体的な整備を実施

・周辺地域を含めた文化財群の
総合的・一体的な整備・
活用を推進し、観光振興と
地域経済の活性化を図る

○日本遺産魅力発信推進事業 ○文化財建造物を活用した地域活性化事業
○文化遺産を活かした地域活性化事業 ○歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業
○地域の核となる美術館・歴史博物館支援事業 ○地域の特色ある埋蔵文化財活用事業

＜文化庁＞
文化財総合活用戦略プランによる文化財群の一体的な活用推進及び国内外への魅力発信

１．日本遺産の認定促進
●日本遺産の認定件数を２０２０年度までに１００件程度とすることを目指し、
平成２８年度は１８件程度の新規認定を目指す。

●日本遺産（地域型）の認定要件の１つとしている「歴史文化基本構想」の策定支援件数を拡充。

２．地域の文化財群の魅力を効果的に発信する取組への支援の強化
●文化庁・観光庁共同で開催する「文化財の英語解説のあり方に関する有識者会議」において、
文化財の魅力をわかりやすく外国人観光客に伝えるための表現上の留意点等について検討。

●地域の文化財群の魅力を国内外へ効果的に情報発信するための総合的な取組に対する
支援を強化。

＜観 光 庁＞観光案内所の機能強化、Wi-Fi環境整備、周遊バスの実証運行
などの観光客の受入環境整備

＜国土交通省＞交通インフラの整備、無電柱化などの周辺環境整備

地域が関係省庁の支援メニューを複合的に活用することで、
観光資源を活かした魅力あるまちづくりと地域活性化を実現

連
携 展示施設の整備、多言語化

無電柱化

【支援メニューの複合的活用の例】

【H28予算案：9,626百万円 (H27予算：8,367百万円)】文化財総合活用戦略プランの強化【文化庁】
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平成25年度予算
○○百万円

背景・目的

事業概要

事業スキーム

2020年を重要な通過点として訪日外国人旅行者3,000万人が訪
れるような世界に誇る魅力あふれる国づくりを目指すため、地方創
生に資する観光地域づくり、国内観光の振興が早急な課題である。
そのため、国立公園等の我が国を代表する自然・景勝地を観光資源
として活用するため、緊急的に外国人を含む受入環境整備を行う。

●皇居外苑の照明等緊急整備
国内外のあらゆる利用者への江戸城の遺構などの夜間景観の提供
や安全に安心して施設を利用することができるよう夜間照明や
園路等の整備・改修を行う。
●国立公園における外国人受入環境緊急整備
訪日外国人への情報の周知・解説に係る情報提供の多言語化や
トイレ整備等を行う。

期待される効果
訪日外国人を含む観光客の利用環境を向上させるとともに、世界
に通用する魅力ある観光地域づくりに貢献し、観光の促進と地域の
活性化を図る。

事業目的・概要等 イメージ

地方環境事務所
国民公園管理事務所

民間企業等
都道府県等

環
境
省

【配分】

【施行委任等】

【一般競争
入札等】

【一般競争
入札等】

直
轄

情報提供の多言語化

トイレの洋式化

照明や園路等の整備

（現在の夜間光環境）

自然公園等事業費【環境省】 【H27補正予算：1,000百万円の内数】
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ビジット・ジャパン関連事業【観光庁】

戦略的訪日プロモーションの実施

2８年度当初予算

○地方誘客のための緊急訪日プロモーション

2７年度補正予算

【桜をテーマとしたプロモーションの具体例】

ウェブサイトで各地の
桜開花情報の発信

地下鉄ラッピング広告
（台湾）

メディア招請（豪州）

旅行博覧会出展
（フランス）

【欧米豪へのプロモーションの具体例】

JNTO（日本政府観光局）の事務所拡充

百貨店における外国人観光客による
売上高の推移（免税手続きベース）地方誘客の促進

・LCCやクルーズ等の
地方への誘致

・訪日教育旅行の地方
への拡大

・東京オリンピック・パラリンピック
を契機としたプロモーション

地方における消費拡大

共同広告の実施 招請事業の実施 オンラインメディアセンター等
による海外向け情報発信

国と地方の連携
・複数の地域と国との連携による誘客促進
・サミット等国内での情報発信機会を活用

○ 歴史や伝統文化をテーマとした欧米等に対するプロモーションを強化
○ LCCやクルーズ等の誘致による地方誘客の促進と地方における消費拡大
○ 戦略的訪日プロモーション実施のためのJNTO(日本政府観光局)の体制拡充
○ 国と地方の連携による訪日プロモーションを促進

・欧米豪をはじめとした外国人旅行者の地方
への誘客

・地方空港へのＬＣＣ等新規就航等と連動
したプロモーション

・桜のシーズンに向けた訪日リピーターの
地方への誘客

・ＴＰＰ参加国等に向けた各地の「食」を
テーマとしたプロモーション

Facebookを活用した情報発信（米国）

・ＪＮＴＯの海外事務所を現在の14事務所から21事務所へ拡大等
新規開設予定：マレーシア、イタリア、フィリピン、スペイン、

ベトナム、インド、ロシア

欧米等に対するプロモーションの強化
・歴史、伝統文化をテーマとしたプロモーションの実施
・長期滞在査証制度（平成27年6月施行）のＰＲの実施

旅行博覧会への出展 現地旅行会社向け
セミナーの実施

現地旅行会社等向け
招請事業の実施

202 384
730

1607

0

500

1000

1500

2012年 2013年 2014年 2015年

10
月
ま
で

（億円）

・免税を活用したショッピングの魅力発信
・国内のインバウンドビジネス関係者向けセミナーの実施

・東北地方へのインバウンド推進
による観光復興事業

交通広告等の実施

【H28予算案：9,482百万円※ の内数 (H27予算：8,028百万円の内数)】(※特別会計1,000百万円を含む)
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【H27補正予算：4,184百万円の内数】



その他

出資

事業会社 等

民間企業 等
コンソーシアム

各企業

出資
出資 投資

リスクマネー
供給機能

［クールジャパン機構］（平成25年11月創設）

○平成２５年６月に株式会社海外需要開拓支援機構法が成立し、平成２５年１１月に海外需要
開拓支援機構（クールジャパン機構）が設立された。
○機構は、リスクマネーを供給することで、民間部門では成し得なかった、海外需要獲得の基盤
となる拠点や流通網の整備などを率先して展開し、現在１３件の投資案件を行っている。

※存続期間：概ね20年程度

メディア・ネット空間型の流通拠点

放送
配信

日本のＴＶ番組・アニメ等のコンテンツ
アニメ

©BAKUGAN PROJECT

© BAKUGAN PROJECT

商品
販売化粧品

など

アイドル系
ドキュメンタリー映画

玩具
など

出展：NEW PEOPLE資料

テレビ放映・配信等
＋グッズ等販売

物理的空間型の流通拠点

食

衣

住

日本食レストランアパレルショップ インテリアショップ

コスメ

商業施設展開・活用（ジャパン・モール）
“地域クールジャパン企業”応援

パティシエ・ケーキ店 ブライダルサービス

出資 等

高岡銅器 日本酒民間出資

平成２７年１２月時点
出資金
４０７億円

１０７億円

＜投資対象の例＞

政府出資
（財投特会 等）

※既出資の300億円
に加えて、平成27年
度は政府予算枠300
億円を確保し、必要
に応じてこの範囲で
追加出資を行う。

３００億円※

クールジャパン機構の事業スキーム【経済産業省】 【H28予算案：17,000百万円 (H27予算：10,000百万円)】
（※H28・H27予算ともに、財政投融資特別会計による）
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その他



８０言語以上に対応した日本の
コンテンツの世界発信のためのロー
カライズの基幹
インフラを獲得

海外向け
ジャパン
コンテンツ
関連ネット販売

Tokyo Otaku
Mode 等

全世界
（米国・
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等）

海外に向けて日本のマンガ・
アニメ等のポップカルチャーの
魅力を発信するメディア・Ｅ
Ｃ事業

１５億円

地域・中小企業や
クリエイター等の海
外展開のプラット
フォーム

コンテンツ

正規版アニメ
関連ネット販売

アジア
（台湾・
タイ等）

全世界
ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺHD等

１０億円

吉本興業等

１０億円

正規版日本アニメのサイマル配信を
多言語で行う動画配信・ＥＣ事業

エンタテイン
メント

アジア各国向けＴＶ番組で日本を発信し、
イベントや地域物販等を展開

（総事業費 ５０億円）

（総事業費 ２１億円）

スカパーJSAT

４４億円
ジャパン
チャンネル 全世界

日本アニメ産業の
海外展開でアニメ
ータの出口を拡大

ジャパン
コンテンツの
ローカライズ

全世界

イマジカ・
ロボットHD等

７５億円
（総事業費 １９０億円）

日本コンテン
ツの対外発
信を加速

世界２２カ国に日本コンテンツの
有料放送チャンネルを展開し、
地域物販やインバウンドを促進

海外でのクリ
エイター育成

アジア・
欧州・
豪州

KADOKAWA
Contents
Academy 等

４．５億円

アジア等で日本コンテンツを活用
したビジネスを支えるクリエイター
人材を育成する
スクール事業（総事業費 １０億円）

（総事業費 １１０億円）

地域企業等
の商品・
サービスの
海外展開

※支援決定額については、上限額となっており、為替の影響等により金額に変動がある。
※平成27年11月末時点【参考】クールジャパン機構の投資決定案件①

類型 内容 概要対象国 事業主体
（機構の出資規模）
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その他

日本食
フードタウン

外食ﾍﾞﾝﾁｬｰ等シンガ
ポール

地域外食ベンチャー等を
集約し「集客力」「ｸｵﾘﾃｨ」
等で差別化

食

※

７億円
※ 一般社団法人日本外食ベンチャー海外展開推進協会を中心とした外食ベンチャー複数者によるコンソーシアム

日本食材
コールド
チェーン

ベトナム
（ホーチミン）

東南アジアで日本食材流通の基盤
となるコールドチェーンを構築（高性
能冷凍冷蔵倉庫を整備）

日本ロジテム等

９．２６億円
（総事業費 １５億円）

（総事業費 １０億円）

ジャパン
モール

三越伊勢丹HD等マレーシア
（クアラルンプール）

ジャパン
モール

H2Oﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ等
中国

（寧波市）

ＡＳＥＡＮ初の全館クールジャパンの
「ショーケース」を構築し、日本の最先端
のライフスタイルを発信

中国のｱｯﾊﾟｰﾐﾄﾞﾙ層に向
け、地方有力都市で、過去
最大級の規模の先駆的百
貨店モデルを構築１１０億円

１０．７億円

ライフ
スタイル

（総事業費 ５１０億円）

（総事業費 ２０億円）

類型 内容 概要対象国 事業主体
（機構の出資規模）

日本食普
及と日本
食材の流
通支援

米国における
日本茶カフェ 米国

長崎県企業 等
（総事業費 ５．２億円）

２．６億円

米国にて日本茶カフェの展開を
通じて長崎県産品等の販売

力の源HD等
７億円

融資枠１３億円

欧米豪
外食産業・
日本食材の
海外展開基盤

出店ハードルの高い欧米豪の主要都市で、
ラーメンダイニング形式の店舗展開を通じ、
現地製造具材や日本酒・焼酎等の食の流
通網を構築

地域産品
セレクト
ショップ

欧州
（パリ）

SAS ENIS

１億円
（総事業費 １.５億円）

欧州で日本の地域産品の
卸売・展示・販売を実施。
地域産品のプラットフォーム

※支援決定額については、上限額となっており、為替の影響等により金額に変動がある。
※平成27年11月末時点【参考】クールジャパン機構の投資決定案件②
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